「義務教育学校職員法案」をめぐる政治過程 : 教員の政治活動に関する国会論議を中心に by 藤田 祐介






































































しかし大蔵省は、同法に基づく制度の実施の 1 年延長を主張し、昭和 28 年度予算案の内
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はその権限を市町村教育委員会に委任できること（後略）」など、同法案の「骨子となるべ
き事項」を定めており16）、「教員身分法的な性格を多分にもつもの」17）であった。
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3. 中央教育審議会の動き
3.1. 中教審への諮問
中教審は 1953（昭和 28）年 1 月 21 日に第 1 回総会を開催した。ここで岡野文相から
「戦後の教育全般の改善について」の「包括的諮問」が行われ、劒木文部次官からは、義務
教育費全額国庫負担の方針に関し、近く閣議決定を行う予定との発言がなされた 36）。

































































4. 第 15 回国会における論議の展開
4.1. 衆議院本会議における趣旨説明と質疑
先述の通り、義教法案は 1953（昭和 28）年 2 月 19 日に第 15 回国会に提出された。以
下では、教員身分の国家公務員化という問題に関連して、教員の政治活動をめぐってどのよ
77





































































































る。同委員会では、2 月 26 日に岡野文相が同法案の提案理由を説明し57）、同月 28 日の会議
で同法案についての公聴会開催（3 月 11 日）を決定した 58）。












































































































































































最後に、衆参両院の予算委員会における論議を見ておきたい 69）。2 月 21 日に開催された
衆議院予算委員会第三分科会の会議では、永山忠則（自由党）、小島徹三（改進党）、和田博
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1953（昭和 28）年 3 月 14 日、衆議院本会議で「吉田内閣不信任決議案」が可決され、
同日、衆議院が解散となった。いわゆる「バカヤロー解散」である。この解散により、義教
法案は審議未了となり、先に成立していた義務教育費国庫負担法が同年 4 月 1 日から施行
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